
サステナビリティ推進委員会の活動

サステナビリティ推進体制

　2025 年３月期は、サステナビリティ推進委員会を２回開催し、下記３項目を

主な重要議題として、議論を行いました。

　議題に応じて、オブザーバーとして委員以外の部門長等も本委員会に参加。

社外取締役には取締役会で委員会の内容を報告しました。
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重要課題（マテリアリティ）の特定およびアクションプランに関する検討
人権方針、マルチステークホルダー方針の策定
人的資本に関する情報開示の充実

サステナビリティ推進体制

　大栄環境グループの事業は、なによりもまず、お客さま

と地域の皆さまの「信頼」がなくては成り立たないもの

です。1979年の創業から、持続可能な循環型社会の実現

をひたむきに目指してきた私たちにとって、永続的な

「信頼」を構築することこそが、サステナブルな未来への

スタートラインだと考えます。

サステナビリティへの考え方

　大栄環境グループは、気候変動や人的資本をはじめと

するサステナビリティ課題に対応するため、代表取締役

社長執行役員を委員長とするサステナビリティ推進委員

会を設置しています。当委員会において、サステナビリティ

に関する各種方針やリスク・機会の評価などについて年

２回以上の頻度で議論し、その結果を取締役会に答申

しています。取締役会は、当委員会からの答申・報告に

基づき重要事項の決定および監督を行っています。

サステナビリティ推進体制

「未来は､信頼から生まれる。」
サステナビリティ基本方針

サステナビリティ推進委員会
委員長：代表取締役社長執行役員

総合政策本部
IR・サステナビリティ推進部

取締役会

各部門・子会社・委員会など

諮問／監督 答申／報告

運営

連携

議題 内容

2024年３月期より重要課題（マテリアリティ）特定に着手。2025年３月期は、スコアリング
評価や重要課題候補の選定・絞込みを進めました。最終候補については本委員会で審議し、
2024年６月の取締役会で承認されました。
また、特定した５つの重要課題に対する各アクションプランについても議論しました。

国連「ビジネスと人権に関する指導原則」を参考に、人権方針とマルチステークホルダー
方針を策定しました。これらの方針案については、本委員会での審議を経て、2024年６月
の取締役会で承認されました。

女性管理職や男性の育児休業などに関する指標のモニタリングを行い、これまでの取り組み
と今後の対応策について、2024年３月期に引き続き議論しました。3
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